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１. 13年 9月中間期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）

(1)連結経営成績 （金額は百万円未満切捨て表示）

　　売    上    高 　　 営　業　利　益 　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 83,805 11.3 6,839 39.8 5,976 33.5
12年 9月中間期 75,294 5.8 4,892 8.5 4,476 29.7

13年 3月期 152,071 9,728 9,410

    中間(当期）純利益        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

         ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 9月中間期 2,959 125.3 52.89 46.83
12年 9月中間期 1,313 △ 3.6 23.48 21.10

13年 3月期 3,401 60.79 54.30
(注)①持 分 法 投 資 損 益          13年 9月中間期    △162 百万円      12年 9月中間期       -    百万円     13年 3月期     　-   百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年 9月中間期    55,953,359 株　　12年 9月中間期    55,955,770 株　 13年 3月期    55,955,891 株

     ③会計処理の方法の変更　　 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産       　株  主  資　本      株主資本比率  １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 232,826 70,033 30.1 1,251.58
12年 9月中間期 223,983 66,961 29.9 1,196.68

13年 3月期 228,918 69,196 30.2 1,236.63
(注) 期末発行済株式数（連結）　13年 9月中間期   55,956,018 株　　12年 9月中間期   55,955,982 株　　13年 3月期   55,955,619 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　 営業活動による 　 投資活動による  　財務活動による 　現金及び現金同等物

　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 211 △ 11,976 3,536 39,037
12年 9月中間期 2,907 △ 16,182 △ 4,365 41,651

13年 3月期 6,991 △ 18,077 △ 1,330 47,153

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数 14社     持分法適用非連結子会社数　0社     持分法適用関連会社数　1社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規） 1社  （除外）1社         持分法（新規） 0社  （除外）　0社

２. 14年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　  売   上   高 　　経　常　利　益 　　当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

通　　期 167,000 11,250 5,550
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   99 円 19 銭 
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企業集団の状況

当社グループは提出会社（以下「当社」という。）並びに子会社１７社および関連会社１社
で構成されており、医療用器具、医薬品および医療用硝子・魔法瓶用硝子等器材品の製造販売
ならびにスーパーマーケット、ドラッグストアの経営を主として行っております。

当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであ
ります。

＜医療部門＞
（国内） 当社および連結子会社ニプロ医工㈱が医療用器具の製造を行い、また、在外子会

社が製造した医療用器具を当社が販売しております。なお、医療用器具等の販売を
担当しておりました㈱ニプロは平成１３年４月１日に当社と合併したことにより消
滅しております。

（海外） 連結子会社であるニプロ(タイランド)コーポレーション(注)(タイ)、福州尼普洛
有限公司(中国)、尼普洛(上海)有限公司(中国)およびニプロメディカルLTDA. は当
社より原材料の一部の仕入ならびに製造機械類の購入を行い、医療用器具の製造お
よび現地での販売を行っております。

連結子会社であるニプロヨーロッパN.V.(注)(ベルギー)、ニプロメディカルコー
ポレーション(米国)、ニプロメディカルパナマS.A.(パナマ)およびニプロメディカ
ルメキシコS.A DE C.V. (メキシコ)は当社から仕入れた医療用器具等の販売を行っ
ております。

非連結子会社ニプロアジアPTE LTD (シンガポール)は当社から仕入れた医療用器
具等の販売を行っております。

非連結子会社ニプロダイアビーティーズシステム,INC(米国)はインシュリンポン
プ等の携帯用糖尿病関連商品の開発を行っております。

(注) 平成13年4月1日よりニッショーニプロヨーロッパN.V.はニプロヨーロッパN.V.に、
平成13年4月2日にニッショーニプロコーポレーションはニプロ(タイランド)コーポ
レーションにそれぞれ社名変更しております。

＜医薬品部門＞
医薬品については当社および連結子会社菱山製薬㈱が国内にて製造販売を行って

おります。
関連会社㈱バイファは血液製剤等医薬品の研究・製造販売を行っております。

＜器材部門＞
（国内） 関西地区では当社が硝子管を販売するとともに硝子製品の製造販売を行っており

ます。
関東地区では連結子会社新和商事㈱が当社より原材料である硝子管を購入し、硝

子製品の製造販売を行っております。
（海外） 連結子会社上海日硝保温瓶胆有限公司(中国)が魔法瓶の中瓶ならびに硝子製品等

を製造し、現地で販売するとともに輸出も行っております。

＜ストア部門＞
平成１３年６月１日に当社はストア部門を会社分割し、新設会社㈱ニッショーに

承継させました。新設会社である㈱ニッショーは当社の連結子会社となり、近畿地
区で生鮮食品を中心とした食料品等の販売を行っております。

連結子会社㈱ニッショードラッグは近畿地区で医薬品・日用雑貨等の販売を主と
するドラッグストアを展開しております。

＜その他部門＞
当社は医療用器具等製造機械の製造(一部仕入)販売を行っております。
不動産賃貸業については、当社および㈱ニッショーが営んでおります。
非連結子会社ニッショー保険サービス㈱は主にグループ各社向けの損害保険代理

業を行っております。
その他の関係会社でありますサンリ興産㈱は不動産賃貸業を行っております。

以上に述べた事項の概要図は次のとおりであります。
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（国　　内）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（海　　外）

　　　

　　　　

                                                                                          

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製商品の供給

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原材料の供給

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎　　連結子会社

○　　非連結子会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      □　  持分法適用関連会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      △    その他の関係会社

　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　－３－

医療部門

≪製造販売≫

◎ﾆﾌﾟﾛ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

◎福州尼普洛有限公司  　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◎尼普洛(上海)有限公司          

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙ LTDA.

≪販売≫ 　　　　　　

◎ﾆﾌﾟﾛﾖｰﾛｯﾊﾟ N.V.   

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ    

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙﾊﾟﾅﾏ S.A.   

◎ﾆﾌﾟﾛﾒﾃﾞｨｶﾙﾒｷｼｺ S.A. DE C.V.   

○ﾆﾌﾟﾛｱｼﾞｱ PTE LTD

 ≪開発・販売≫

○ﾆﾌﾟﾛﾀﾞｲｱﾋﾞｰﾃｨｰｽﾞｼｽﾃﾑ,INC.  
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社

医療部門

≪製造≫

◎ニプロ医工㈱

医薬品部門

≪製造販売≫

◎菱山製薬㈱

≪開発・製造販売≫

□㈱バイファ

器材部門

≪製造販売≫

◎新和商事㈱
器材部門

≪製造販売≫

◎上海日硝保温瓶胆有限公司

　　　　　　　　
ストア部門

≪ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄの経営≫

◎㈱ニッショー

≪ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ・薬店の経営≫

◎㈱ニッショードラッグ

そ の 他

≪損害保険代理業務≫

○ニッショー保険サービス㈱

そ の 他

≪不動産賃貸業≫

△サンリ興産㈱



経営方針

１．経営の基本方針

当社は、創業以来｢技術｣をコンセプトとして経営しており、特に医療・医薬品

分野での新技術の開発に努め、新製品の開発に取り組んでおります。

また、企業経営につきましては、「安定」と「成長」を追求し、この二つのバ
ランスをとることを基本方針としております。

２．利益配分に関する基本方針

当社は、業績スライド制を基本とした利益配分ルールを確立しており、活力あ
る事業展開を行っております。

なお、業績スライド制とは、株主の皆様への配当につきましては、配当性向

５０％を基準とし、従業員の賞与につきましては、部門別業績により決定し、経

営者の利益配分につきましても業績により決定するものであります。このように

して三者の利害を基本的に一致させ、責任の所在を明確にすることにより、より
多くの収益確保に努め、さらなる業績向上を目指すところとなり、安定と成長を

図ることができると考えております。

内部留保資金につきましては、経営基盤の確立と長期的展望に立った事業展開

の総合的なバランスを考慮し、販売部門や生産部門はもとより研究開発部門にも

積極的に投入し、安定と成長の両立を目指してまいります。

３．目標とする経営指標

当社が目標とする経営指標は、２０１０年に売上高３，０００億円、経常利益

２００億円を達成し、ＲＯＥ１０％を達成することであります。
また、この目標達成に向けた具体的な取り組みとして、前述の業績スライド制

を着実に実践してまいります。

４．中長期的な経営戦略

近年、医療技術はめざましい進歩を遂げており、臓器移植が活発に行われるよ

うになりましたが、移植が完了するまでには人工臓器が必要とされており、特に

緊急医療の分野では、今後、ますます人工臓器の需要が高まるものと予測されま

す。

また、再生医療や遺伝子組み換え技術の医療・医薬への応用研究も急速に進展
しており、これらを利用した人工臓器や移植人工材料の開発が期待されています。

したがいまして、当社は、人工腎臓透析器のトップメーカーとして、人工心臓、

人工皮膚、人工血液などあらゆる臓器・組織を対象にした研究開発に取り組み、

世界有数の人工臓器メーカーを目指し、事業拡大を図ってまいる所存であります。

５．対処すべき課題

医療部門の国内事業におきましては、ダイアライザー、透析用血液回路、透析

装置等の人工腎臓用器具関連製品に特に注力し、市場ニーズへの対応、新製品の
開発および市場展開、品質の向上、販売強化等に努め、一層のシェア拡大を推進

してまいります。注射・輸液・カテーテル等のディスポーザブル関連製品では、

特に薬液注入用器具、血管内カテーテル等の新製品の開発、市場展開、販売強化

を推進するとともに、医療現場における業務改善に役立つ製品として透析前後セ

ット、手術準備セット等のキット品の開発および市場展開を推進してまいります。
また、検査関連製品では、特に糖尿病患者向け血糖値測定用検査器具等の新製品

の開発および市場展開を推進してまいります。

一方、国際事業におきましては、世界の医療関係市場がグローバル化の影響で
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地域差がなくなり、価格面で激しい競争が展開されてきております。特に、流通

部門ではメーカー直販形態がとられつつあり、当社におきましても、海外販売拠

点の拡充を進め、すでに１７箇所を設置するなど、積極的な対応を進めておりま
す。また、競争力を強化するため国内汎用医療用具に関しましては、タイ、中国、

ブラジルに生産工場をシフトするなど、今後とも販売拠点の拡充に加え、生産拠

点の海外シフトを積極的に推進してまいります。

新製品開発につきましては、特に糖尿病関連の総合的製品開発を推進しており

ます。すでに世界の需要の過半数のシェアを有する血糖値測定用針、インシュリ
ン注入針に加えて、自動注入ポンプおよび関連製品の開発を推進しており、市場

導入を計画しております。また、循環器関連の血管内カテーテル、ガイドワイヤ

ー等につきましては、逐次市場導入しており、海外市場に向けた販売展開を推進

してまいります。

人工腎臓分野におきましては、新規高性能透析機械の開発を進めており、世界
市場にダイアライザー、血液回路、動静脈針とパック販売を推進してまいります。

また、新しく開発した安全動静脈針につきましては、当社の特許製品であり、今

後、世界の主要透析会社との取引を進めてまいります。

このように、当社製品の世界市場の獲得と安定化を図り、販売拠点の設置およ

び直販体制の拡充を積極的に推進してまいります。

医薬品部門におきましては、輸液および透析関連商品に加え、遺伝子組み換え

アルブミンの応用を含めた人工血液分野の開発に着手しております。この分野は、

国家的プロジェクトとして研究が進められ、今日に至っておりますので、これら

の基礎研究を基に、大学などの研究機関と連携を深め、共同研究体制を構築し早
期に実用化を図ってまいります。また、短期的には従来どおり、キット製品の開

発に重点をおくとともに、独自に開発した製剤技術を応用した医薬品の開発を行

ってまいります。

本年度におきましては、すでに輸液関連医薬品および新剤型の粉末透析液剤の

製造承認申請を終了いたしました。さらに輸液関連キット製品および新含量規格
製剤の製造承認申請を予定しております。

今後とも、医療現場のニーズに対応した製品開発を行うことにより、より一層、

医薬品事業の発展に貢献してまいります。

器材部門におきましては、魔法瓶用中瓶や医薬品用アンプル管・錠剤管、照明
用硝子管などの硝子製品および医薬用ゴム栓、輸液用バッグの栓体ならびにキッ

ト品のパーツ等を扱っております。硝子製品の国内市場はすでに成熟しており、

今後の成長は大きく望めない状況にあり、今後とも、医薬用のゴム栓関係および

キット品のパーツの新製品開発を進めてまいります。魔法瓶に関しましては、中

国の上海日硝保温瓶胆有限公司において低コスト、高品質化を図るとともに、新
製品の開発等、優れた製品で世界市場に向けて活動を続けてまいります。医薬品

用アンプル管・錠剤管につきましても、日本進出の外資企業に日本製品の高品質

をアピールし、コスト競争力をつけて積極的に世界市場に進出してまいります。

ストア部門の食品販売におきましては、長引く消費低迷に加え、狂牛病や遺伝

子組み換え問題等により、商品の安全性が大きく問われております。そんな中で、

安全性はもとより健康面、利便性に優れたより高品質な商品提供を充実し、地域

密着型の店舗として、エリアマーケティングを強化するとともに、カード会員の

募集による購買分析、メール会員に対する商品情報の配信などにより、ロイヤル
カスタマーの確保や顧客の囲い込みを強化してまいります。昨年に新規出店した

４店舗の業績は順調に推移しており、既存店の販売強化に注力し、新店でチャレ

ンジした成功例を取り入れることはもとより、商いの原点であるカスタマーサー

ビスの徹底と経費の削減に努め、収益の確保に努めてまいります。また、ドラッ

グストアにおきましても、長引く消費不況と市場競争の激化が、ますます経営環
境を厳しいものにしております。今後とも、徹底した経費削減、配送手段の合理

化など、収益改善に努めるとともに、充実した商品提供に注力し、経営基盤の強

化を推し進めてまいります。
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経営成績

１．当中間期の概況

当中間期のわが国経済は、株価や地価等の低迷に加え、全般的な物価下落傾向
が強まる中、鉱工業生産の低下が続き、完全失業率も過去最悪の水準に達するな
ど、本格的な減速局面に入り、きわめて厳しい環境のもとで推移いたしました。

このような状況下で、当社は経営の一層の効率化を図るべく、医療部門を中核
事業に据え、製販一体となった強力な事業展開を推し進めるため、平成１３年４
月１日をもって、医療用器具の販売子会社を吸収合併するとともに、同年６月１
日をもって、ストア部門を分社化いたしました。これらの企業改革を通して、販
売効率の一層の向上と販売体制の強化を図り、既存商品の拡販と新製品の開発に
努めてまいりました。

この結果、当中間期の連結売上高は８３８億５百万円（前年同期比１１．３％
増）、連結営業利益は６８億３９百万円（前年同期比３９．８％増）、連結経常
利益は５９億７６百万円（前年同期比３３．５％増）、連結中間利益は２９億
５９百万円（前年同期比１２５．３％増）となりました。

以下、部門別の概況についてご報告申し上げます。

（１）医療部門

医療部門の国内事業におきましては、品質およびコスト両面での販売競争が一
段と熾烈化するなど、販売競争がさらに激化した厳しい市場環境のもとに推移い
たしました。また、来年４月に実施予定の診療報酬の大幅改定等により、医療費
の抑制策が一層強化される状況下で、当部門は販売効率の一層の向上を図り、販
売拠点の増強に努めるほか、人工腎臓用、注射・輸液用、循環器治療用、検査用
の新製品の開発と市場展開など、積極的な事業拡大を推進してまいりました。

一方、国際事業におきましては、海外販売拠点の設置が実りつつあり、ニプロ
ブランド製品の市場シェア拡大が実を結んできており、加えて、為替の影響も収
益に貢献いたしました。市場における競争は、ますます激しくなってきておりま
すが、採血針関連製品、糖尿病関連製品、透析関連製品の市場展開が、いずれも
順調に推移いたしました。これらの積極的な販売拠点の拡充により、新規顧客の
獲得のほか、現地入札資格の獲得等もあり、業績は堅調に推移いたしました。

この結果、当部門の売上高は３７２億３１百万円（前年同期比１２．４％増）
となりました。

（２）医薬品部門

医薬品部門におきましては、競合品との販売価格競争が一層激化する市場環境
で推移いたしました。このような状況下で、当部門は引き続き、販売体制ならび
に研究開発体制の強化を図り、注射剤溶解キット製品、人工腎臓用透析液粉末製
剤等の販売増強を図るとともに、新型キット製品の拡販に努めてまいりました。

この結果、当部門の売上高は７６億１９百万円（前年同期比１４．８％増）と
なりました。

（３）器材部門

器材部門におきましては、引き続き、既存商品の拡販と新製品の開発に努めて
まいりました。医薬用硝子ではアンプルのプラスチック化、管瓶の一部バッグ化
等、容器の形態変更が続いており、厳しい状況下にありましたが、一方、ゴム栓、
輸液用バッグの栓体、キット用品のパーツにつきましては、大幅に増加いたしま
した。魔法瓶用硝子につきましては、安価な中国製品の影響もあり、輸出向けが
低調に推移し減少いたしました。また、照明用硝子につきましては、液晶関連バ
ックライト用新素材が好調に伸張しており、環境問題に端を発した鉛レス硝子の
販売や色硝子の開発等により増加いたしましたが、既存の小型電球関係は自動車
関連の需要減の影響で減少いたしました。
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この結果、当部門の売上高は５５億７６百万円（前年同期比３．９％減）とな
りました。

（４）ストア部門

ストア部門におきましては、依然として消費が低迷する中、狂牛病の発生等、
悪条件が重なり合い、デフレスパイラルが一段と加速し、経営環境の悪化に一層
の拍車をかけました。

このような状況下、株式会社ニッショーでは、４月から５月にかけて酒類販売
の新設および移設のほか、本年６月の分社後は、「ニッショー大感謝祭」、「夕
市」などのセールや、メールチラシの導入、カード会員の募集店舗を増やしたこ
となどが相乗効果として現れ、地域のお客様のご支持を高めることができました。
また、取引先との交渉により、仕入価格の見直しや、新商品の開発など積極的な
利益改善に努めました。本年９月に発生した狂牛病問題により、売上高構成比の
高い牛肉の買い控え傾向が大きく影響いたしましたものの、これらの拡販努力と
相俟って、昨年に開店した４店舗の売上が順調に推移いたしました。一方、株式
会社ニッショードラッグにおきましては、５店舗の新規出店を行い、いずれも地
域のお客様のご支持を受け、好調な売上推移となっております。

この結果、当部門の売上高は３２５億８０百万円（前年同期比１８．５％増）
となりました。

（５）その他部門

その他部門は、主に医療用器具製造機械等の販売および不動産賃貸料により、
売上高７億９８百万円（前年同期比６４．４％減）となりました。

２．次期の見通し

今後のわが国経済は、国際情勢の緊迫化や金融システム不安の再燃等により、
個人消費や設備投資が減退する懸念が高まり、ますます予断を許さない状況が続
くものと予想されます。

このような見通しのもと、当社は引き続き、人工臓器関連分野をはじめ、糖尿
病関連分野、検査分野の新製品の開発および市場展開、品質の向上、販売拠点の
新設および直販体制の拡充等を積極的に推進してまいる所存であります。

通期の見通しといたしましては、売上高１，６７０億円、経常利益１１２億
５０百万円、当期純利益５５億５０百万円を見込んでおります。

なお、為替レートは、１ＵＳ＄１２０円を予想しております。

３．キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間は依然として続く不況により、企業倒産、雇用悪化、個人
消費の低迷など総じて厳しい状況で推移しました。

このような状況下で当社グループは医療、医薬品、器材、ストアの各部門の積
極的な営業活動による現金及び現金同等物の収入と市場からの資金調達等により
得た収入で、将来の当社グループ発展へ重点を置いた積極的な手元資金の運用に
努めてまいりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは主に税金等調整前中間純利益および減価
償却費等により２億１１百万円の収入超過となりました。営業活動による資金収
入の前期比大幅減少の主な要因は売上債権の増加およびその他の資産の増加によ
るものです。

投資によるキャッシュ・フローは主に定期預金への預入、有価証券の取得なら
びに固定資産の取得により１１９億７６百万円の支出超過となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは主に長期借入金の増加によるもので３５
億３６百万円の収入超過となりました。

この結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は３９０億３７百万円
となり、前連結会計年度末に比べて８１億１５百万円減少しました。
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中間連結貸借対照表

(単位 百万円)

前 中 間 期 末 当 中 間 期 末 前 期 末
期 別

平成12年9月30日現在 平成13年9月30日現在 平成13年3月31日現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

流 動 資 産 １１３，５５４ 50.7 １１２，６５１ 48.4 １１０，７６５ 48.4

現 金 及 び 預 金 ５３，０５２ ４４，４４６ ５０，１４４

受取手形及び売掛金 ３１，６０９ ３７，９１５ ３２，２１５

有 価 証 券 ２，０６４ １４ １４

た な 卸 資 産 ２２，８０４ ２４，６７７ ２３，８８４

繰 延 税 金 資 産 １，４０３ １，５２９ １，５１１

そ の 他 ２，７３７ ４，２００ ３，１５８

貸 倒 引 当 金 △ １１６ △ １３２ △ １６２

固 定 資 産 １１０，４２９ 49.3 １２０，１７４ 51.6 １１８，１５２ 51.6

有 形 固 定 資 産 ６５，６１６ 29.3 ７１，７９６ 30.8 ７２，０６０ 31.5

建物及び構築物 ２７，７０７ ３１，６６２ ３１，８５６

機械装置及び運搬具 １４，１８２ １４，４１９ １４，４８３

土 地 １８，６１４ ２１，２３１ ２１，４９０

建 設 仮 勘 定 ２，９９８ ２，０２２ ２，１７８

そ の 他 ２，１１３ ２，４５９ ２，０５１

無 形 固 定 資 産 １，８８０ 0.8 １，６１５ 0.7 １，７７４ 0.8

連 結 調 整 勘 定 ８５７ ５４７ ７１０

そ の 他 １，０２３ １，０６７ １，０６４

投資その他の資産 ４２，９３２ 19.2 ４６，７６３ 20.1 ４４，３１６ 19.3

投 資 有 価 証 券 ２６，０４１ ２９，９１３ ２７，４７８

長 期 貸 付 金 １，７３８ １，８９１ ２，２５３

繰 延 税 金 資 産 １６９ １５７ ２４０

差 入 保 証 金 １２，７５９ １２，４６０ １２，５６８

そ の 他 ２，５８５ ２，９１０ ２，５６８

貸 倒 引 当 金 △ ３６１ △ ５６９ △ ７９３

資 産 合 計 ２２３，９８３ 100.0 ２３２，８２６ 100.0 ２２８，９１８ 100.0

（注） （ 前中間期末 ） （ 当中間期末 ） （ 前 期 末 ）

１．有形固定資産の減価償却累計額 70,305 百万円 75,210 百万円 71,929 百万円

２．手 形 割 引 高 6,321 〃 1,546 〃 5,898 〃

３．受 取 手 形 譲 渡 高 3 〃 － 〃 － 〃

４．保 証 債 務 の 残 高 － 〃 3,920 〃 8,000 〃

５．担 保 に 供 し て い る 資 産 17,560 〃 17,139 〃 19,257 〃
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中間連結貸借対照表

(単位 百万円)

前 中 間 期 末 当 中 間 期 末 前 期 末
期 別

平成12年9月30日現在 平成13年9月30日現在 平成13年3月31日現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％ ％

流 動 負 債 ７３，６０３ 32.8 ７４，４１２ 32.0 ７４，９９４ 32.7

支払手形及び買掛金 ２７，４１２ ２８，４３９ ２６，４３０

短 期 借 入 金 ３１，６１８ ３３，４７１ ３２，５５９

未 払 金 ２，８２１ ２，８９３ ３，８４６

未 払 法 人 税 等 ２，０２６ ２，３８２ ２，４１０

賞 与 引 当 金 １，７５２ １，６５８ １，５７８

売上値引引当金 １，０３７ １，３２９ ８６０

返品調整引当金 ６ １ ２

設備関係支払手形 ２，３１４ １，６１３ ４，２１３

そ の 他 ４，６１３ ２，６２２ ３，０９２

固 定 負 債 ８１，９１２ 36.6 ８６，７８５ 37.2 ８３，２５９ 36.4

社 債 ４５，０００ ４５，０００ ４５，０００

転 換 社 債 １２，３０７ １２，３０７ １２，３０７

長 期 借 入 金 １４，６６３ ２１，３０２ １７，５８２

繰 延 税 金 負 債 ５，３５６ ３，０６６ ３，５４９

退職給付引当金 １，５０５ １，７００ １，５７８

そ の 他 ３，０８０ ３，４０９ ３，２４２

負 債 合 計 １５５，５１５ 69.4 １６１，１９８ 69.2 １５８，２５４ 69.1

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 １，５０６ 0.7 １，５９５ 0.7 １，４６７ 0.7

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ２２，５６３ 10.1 ２２，５６３ 9.7 ２２，５６３ 9.9

資 本 準 備 金 ２３，８８６ 10.7 ２３，８８６ 10.3 ２３，８８６ 10.4

連 結 剰 余 金 １９，１４１ 8.5 ２４，０１８ 10.3 ２２，３４０ 9.7

その他有価証券評価差額金 ８，１５６ 3.6 ５，６８１ 2.4 ６，４７０ 2.8

為替換算調整勘定 △６，７８５ △3.0 △６，１１５ △2.6 △６，０６３ △2.6

自 己 株 式 △ ０ △0.0 △ １ △0.0 △ １ △0.0

資 本 合 計 ６６，９６１ 29.9 ７０，０３３ 30.1 ６９，１９６ 30.2

負債、少数株主持分
２２３，９８３ 100.0 ２３２，８２６ 100.0 ２２８，９１８ 100.0

及 び 資 本 合 計

（注） （ 前中間期末 ） （ 当中間期末 ） （ 前 期 末 ）
６．自 己 株 式 の 数 1,005 株 969 株 1,368 株
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中間連結損益計算書

(単位 百万円)

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
期 別

自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日 自 平成12年4月１日
至 平成12年9月30日 至 平成13年9月30日 至 平成13年3月31日

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

売 上 高 ７５，２９４ 100.0 ８３，８０５ 100.0 １５２，０７１ 100.0
売 上 原 価 ５５，０８１ 73.2 ６０，４１４ 72.1 １１０，６０７ 72.7

売 上 総 利 益 ２０，２１３ 26.8 ２３，３９０ 27.9 ４１，４６４ 27.3

販売費及び一般管理費 １５，３２１ 20.3 １６，５５１ 19.8 ３１，７３５ 20.9

営 業 利 益 ４，８９２ 6.5 ６，８３９ 8.1 ９，７２８ 6.4

営 業 外 収 益 ６８３ 0.9 ５１０ 0.6 １，８０５ 1.2

受 取 利 息 １４８ １２８ ４１９

受 取 配 当 金 １３５ ２３６ ２１７

そ の 他 ４００ １４５ １，１６９

営 業 外 費 用 １，０９９ 1.5 １，３７２ 1.6 ２，１２３ 1.4

支 払 利 息 ９１９ ８９９ １，８４１

そ の 他 １７９ ４７２ ２８２

経 常 利 益 ４，４７６ 5.9 ５，９７６ 7.1 ９，４１０ 6.2

特 別 利 益 ５０ 0.1 １７５ 0.2 １８１ 0.1

貸倒引当金戻入益 ２５ ８５ ７７

デリバティブ取引評価益 － － ４３

デリバティブ取引解約益 － ７２ －

そ の 他 ２５ １８ ６０

特 別 損 失 １，８０９ 2.4 ６８２ 0.8 ２，９５１ 1.9

固定資産売却・除却損 ３１ ３１ ６４６

たな卸資産廃棄損 ３２ １０７ ７２

投資有価証券売却損 － １０６ ２１３

デリバティブ取引解約損 １０１ － ４６１

デリバティブ取引評価損 １，０４９ － ３８４

異 常 製 造 原 価 ３２１ １５２ ５０６

退 職 給 付 費 用 ７８ ３８ １５９

社名変更及び合併費用 － １１５ １７６

そ の 他 １９５ １３０ ３３０

税 金 等 調 整 前 ２，７１７ 3.6 ５，４６９ 6.5 ６，６４０ 4.4
中間(当期)純利益

法 人 税 ､ 住 民 税 １，７３６ 2.3 ２，１７８ 2.6 ３，８３１ 2.5
及 び 事 業 税

法人税等調整額 △ ３１２ △0.4 ２８６ 0.3 △ ５５１ △0.3

少 数 株 主 利 益 － － ４５ 0.1 － －

少 数 株 主 損 失 ２０ 0.0 － － ４０ 0.0

中間(当期)純利益 １，３１３ 1.7 ２，９５９ 3.5 ３，４０１ 2.2
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中間連結剰余金計算書

(単位 百万円)

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
期 別

自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日 自 平成12年4月１日
至 平成12年9月30日 至 平成13年9月30日 至 平成13年3月31日

科 目 金 額 金 額 金 額

連結剰余金期首残高 １８，９１９ ２２，３４０ １８，９１９

連結剰余金期首残高 １８，９１９ ２２，３４０ １８，９１９

連 結 剰 余 金 増 加 高 － － １，８６７

連結子会社除外に伴う
－ － ５５５

剰 余 金 増 加 高

連結子会社合併に伴う
－ － １，３１１

剰 余 金 増 加 高

連 結 剰 余 金 減 少 高 １，０９１ １，２８１ １，８４６

配 当 金 ９７９ ９７９ １，７３４

役 員 賞 与 １１１ ８８ １１１

(うち監査役賞与) （ ６） （ ５） （ ６）

合 併 に 伴 う
－ ２１３ －

剰 余 金 減 少 高

中間（当期）純利益 １，３１３ ２，９５９ ３，４０１

連結剰余金中間期末(期末)残高 １９，１４１ ２４，０１８ ２２，３４０
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中間連結キャッシュ・フロー計算書

(単位 百万円)

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
期 別 自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日 自 平成12年4月１日

至 平成12年9月30日 至 平成13年9月30日 至 平成13年3月31日

科 目 金 額 金 額 金 額

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益 ２，７１７ ５，４６９ ６，６４０
減 価 償 却 費 ３，２３６ ３，３９３ ６，８９８
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 １２１ １１０ ２３５
貸倒引当金の増加額(減少額) ３ １４８ １４５
受取利息・受取配当金 △ ２８３ △ ３６４ △ ６３６
支 払 利 息 ９１９ ８９９ １，８４１
為替差損（為替差益) △ １７２ △ ６５ △ ８０６
有 形 固 定 資 産 除 却 損 ２７ ３１ ６３９
その他の営業外損益・特別損益 １，２６７ ６３６ ２，００９
売上債権の減少額(増加額) △ ３，５１５ △ ５，５８７ △ ３，５８３
たな卸資産の減少額(増加額) △ ６１９ △ ９２６ △ １，６３７
仕入債務の増加額(減少額) ２，０４９ １，９８７ １，０４１
その他の資産の増加額(減少額) １９ △ ２，３７６ △ ３９２
その他の負債の増加額(減少額) ６３７ △ ３４４ ８６０
役 員 賞 与 支 払 額 △ １１１ △ ８８ △ １１１

小 計 ６，２９８ ２，９２３ １３，１４４
利 息 等 の 受 取 額 ４２８ ３３９ ８１２
利 息 等 の 支 払 額 △ ８７７ △ ９０２ △ １，８１６
そ の 他 の 収 入 ５７７ ４６８ １，３４１
そ の 他 の 支 出 △ ９２４ △ ４１６ △ ２，１８５
法 人 税 等 の 支 払 額 △ ２，５９５ △ ２，２０２ △ ４，３０４
営業活動によるキャッシュ・フロー ２，９０７ ２１１ ６，９９１

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金預入れによる支出 △ １０，０３６ △ ３，５６６ △ １２，５０６
定期預金払戻しによる収入 ５２７ １，２４８ １１，４３７
有価証券の取得による支出 △ ２，２０１ △ ４，５７６ △ ６，８２９
有価証券の売却による収入 － １２２ １，４３４
固定資産の取得による支出 △ ４，３８７ △ ５，２５９ △ １１，５２３
固定資産の売却による収入 ２９ １１ １３０
その他の投資による支出 △ ５３ △ ０ △ ５３
その他の投資による収入 － ３ －
貸 付 に よ る 支 出 △ １３３ △ ４３ △ ３０３
貸付金の回収による収入 ７３ ８２ １３５
投資活動によるキャッシュ・フロー △ １６，１８２ △ １１，９７６ △ １８，０７７

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増加額(純減少額) １，２２４ ４２８ １，７２１
コマーシャルペーパーの純増加額(純減少額) △ ６，０００ － △ ６，０００
長期借入れによる収入 １，１００ ６，８００ ６，５００
長期借入金の返済による支出 △ １，５９４ △ ２，５９０ △ ３，６６１
社債の発行による収入 １，９８８ － １，９８８
株式の発行による支出 － △ ２０ －
自己株式の取得による支出(売却による収入) ０ △ ０ △ ０
ファイナンス・リース債務返済による支出 △ １０６ △ １００ △ １４８
配 当 金 の 支 払 額 △ ９７８ △ ９７９ △ １，７３０
財務活動によるキャッシュ・フロー △ ４，３６５ ３，５３６ △ １，３３０

現金及び現金同等物に係る換算差額 １２８ １１２ ４６６
現金及び現金同等物の増加額(減少額) △ １７，５１２ △ ８，１１５ △ １１，９４９
現金及び現金同等物の期首残高 ５９，１６３ ４７，１５３ ５９，１６３
連結除外による現金及び － － △ ６１

現金同等物の減少額
現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ４１，６５１ ３９，０３７ ４７，１５３
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社は次の１４社であります。

・ニプロ医工株式会社 ・ニプロ（タイランド）コーポレーション
・福州尼普洛有限公司 ・尼普洛（上海）有限公司
・ニプロメディカルＬＴＤＡ． ・ニプロヨーロッパＮ．Ｖ．
・ニプロメディカルコーポレーション ・ニプロメディカルパナマＳ．Ａ．
・ニプロメディカルメキシコS.A.DE C.V. ・菱山製薬株式会社
・新和商事株式会社 ・上海日硝保温瓶胆有限公司
・株式会社ニッショー ・株式会社ニッショードラッグ

平成１３年４月１日に当社は連結子会社である株式会社ニプロを吸収合併したことにより株
式会社ニプロは消滅しております。
平成１３年４月１日よりニッショーニプロヨーロッパN.V.はニプロヨーロッパN.V.に、平成

１３年４月２日にニッショーニプロコーポレーションはニプロ（タイランド）コーポレーショ
ンにそれぞれ社名変更しております。
平成１３年６月１日に当社はストア部門を会社分割し、新設会社株式会社ニッショーに承継

させました。株式会社ニッショーは当中間連結会計期間から当社連結子会社となっております。

（２）非連結子会社は３社であります。

非連結子会社のニッショー保険サービス株式会社、ニプロアジアPTE LTD およびニプロダイ
アビーティーズシステム,INC. はいずれも小規模会社であり、合計の総資産額、売上高、中間
純損益及び剰余金（最近５年間平均）は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼして
おりません。
なお、株式会社ニッショーアルダーは当中間連結会計期間に清算結了を行っております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数 １社 株式会社バイファ

持分法を適用していない非連結子会社３社は、それぞれ中間連結純損益及び連結剰余金に及
ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち、在外子会社であるニプロ（タイランド）コーポレーション（タイ）、福
州尼普洛有限公司、尼普洛（上海）有限公司、上海日硝保温瓶胆有限公司（以上３社中国）、
ニプロメディカルＬＴＤＡ．（ブラジル）、ニプロヨーロッパＮ．Ｖ．（ベルギー）、ニプロ
メディカルコーポレーション（米国）、ニプロメディカルパナマＳ．Ａ．（パナマ）およびニ
プロメディカルメキシコS.A.DE C.V.(メキシコ）の中間決算日は、６月３０日であります。中
間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との
間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有 価 証 券

満期保有目的債券 … 償却原価法（定額法）

そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の … 中間決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均
法により算定）

時 価 の な い も の … 総平均法による原価法

②た な 卸 資 産

医療、医薬品及び器材部門 … 主として総平均法による原価法

ス ト ア 部 門 … 売価還元原価法
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（会計処理の変更）
医療部門のたな棚卸資産の評価方法については、従来、親会

社の医療部門におけるたな卸資産の評価基準及び評価方法につ
いて先入先出法を採用しておりましたが、医療器具等の販売子
会社であった株式会社ニプロを吸収合併したことに伴い当中間
連結会計期間より総平均法に変更しております。
また、ストア部門については、従来、連結子会社である株式

会社ニッショードラッグのたな卸資産の評価基準及び評価方法
について最終仕入原価法を採用しておりましたが、当中間連結
会計期間より売価還元原価法に変更しております。
この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、売上総利

益、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益は４２百
万円それぞれ多く計上されております。

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産 ………… 定率法
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備は除く）については定額法によっております。
また、在外子会社９社については各国の税法に基づいた定額

法によっております。

（３）重要な引当金の計上基準

①貸 倒 引 当 金 …… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞 与 引 当 金 …… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当中間
連結会計期間対応額を計上しております。

③売 上 値 引 引 当 金 …… 製商品の販売において、将来発生する可能性があると見込まれ
る売上値引等に備えるため、その見込額を計上しております。

④退 職 給 付 引 当 金 …… 従業員の退職給付に充てるため、当連結会計年度末における退
職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期
間末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、退職給付会計基準変更時差異（５１９百万円）について

は、５年による均等按分額を費用処理しております。
また、数理計算上の差異については、それぞれ発生の翌連結会

計年度より５年による按分額を費用処理しております。

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、在外子会社の中
間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に
換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。

（５）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（６）ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法 ………… 繰延ヘッジ処理によっております。
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②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段 …… 金利スワップ取引

ヘ ッ ジ 対 象 …… 社債利息の金利変動リスクを回避すること

③ヘ ッ ジ 方 針 ………… 資金調達コストの低減を図り、将来の金利・為替の相場変動
リスク回避を行うこと、又はキャッシュ・フローの固定化を目
的としております。

なお、当中間連結会計期間末現在においてヘッジ会計の対象となる取引は行っておりません。

（７）期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。従って、前中間連結会
計期間、当中間連結会計期間および前連結会計年度のそれぞれの末日は金融機関の休日で
あったため、次の期末日満期手形が以下の科目に含まれております。

（ 前 中 間 期 ） （ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ）

受 取 手 形 138 百万円 726 百万円 213 百万円
支 払 手 形 830 〃 757 〃 625 〃
設備支払手形 － 〃 － 〃 3 〃

（８）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随
時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし
か負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（ 前 中 間 期 ） （ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ）

取 得 価 額 相 当 額 7,929 百万円 8,947 百万円 8,418 百万円

減価償却累計額相当額 2,664 〃 3,650 〃 3,369 〃

中間期末(期末)残高相当額 5,265 〃 5,296 〃 5,049 〃

未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

１ 年 以 内 1,096 百万円 1,437 百万円 1,291 百万円

１ 年 超 4,541 〃 4,395 〃 4,337 〃

計 5,637 〃 5,833 〃 5,629 〃

支 払 リ ー ス 料 586 百万円 820 百万円 1,368 百万円

減価償却費相当額 528 百万円 790 百万円 1,324 百万円

支 払 利 息 相 当 額 74 百万円 108 百万円 183 百万円

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、有形固定資産は残存価額を１０％と仮定し定率法により計
算した減価償却費相当額に簡便的に９分の１０を乗じた額を各期に配分する方法によって
おります。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によっております。
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

（１）前中間期（自 平成１２年４月１日 至 平成１２年９月３０日） (単位 百万円)

消去又は
医 療 医薬品 器 材 ストア その他 計 連 結

全 社

売上高及び営業損益

売 上 高
(1)外 部 顧 客 に

33,125 6,636 5,801 27,489 2,241 75,294 － 75,294
対 す る 売 上 高

(2)ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部
2 － 582 － 339 924 ( 924) －

売上高又は振替高

計 33,128 6,636 6,383 27,489 2,581 76,219 ( 924) 75,294

営 業 費 用 27,392 6,160 5,474 27,339 2,527 68,894 1,507 70,402

営 業 利 益 5,735 475 908 150 53 7,324 ( 2,431) 4,892

（２）当中間期（自 平成１３年４月１日 至 平成１３年９月３０日） (単位 百万円)

消去又は
医 療 医薬品 器 材 ストア その他 計 連 結

全 社

売上高及び営業損益

売 上 高
(1)外 部 顧 客 に

37,231 7,619 5,576 32,580 798 83,805 － 83,805
対 す る 売 上 高

(2)ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部
8 － 641 － 291 941 ( 941) －

売上高又は振替高

計 37,239 7,619 6,217 32,580 1,090 84,746 ( 941) 83,805

営 業 費 用 30,282 7,081 5,320 31,706 1,050 75,441 1,524 76,966

営 業 利 益 6,956 538 896 873 39 9,305 ( 2,466) 6,839

（３）前期（自 平成１２年４月１日 至 平成１３年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
医 療 医薬品 器 材 ストア その他 計 連 結

全 社

売上高及び営業損益

売 上 高
(1)外 部 顧 客 に

66,413 14,119 11,783 56,822 2,933 152,071 － 152,071
対 す る 売 上 高

(2)ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部
5 － 982 － 255 1,243 ( 1,243) －

売上高又は振替高

計 66,419 14,119 12,766 56,822 3,188 153,315 ( 1,243) 152,071

営 業 費 用 54,506 13,275 10,993 56,801 3,119 138,696 3,646 142,342

営 業 利 益 11,912 843 1,772 20 68 14,618 ( 4,890) 9,728
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（注）１．事業区分の方法および各区分に属する主要な製品および商品の名称

事業区分は、市場における使用目的の類似性を考慮して区分しております。

各事業区分に属する主要な製品および商品名は次のとおりであります。

事 業 区 分 主 要 製 品 お よ び 商 品 名

医 療 人工腎臓透析器、血液回路、注射針、注射筒、輸液セット等

医 薬 品 外皮用剤、生理食塩水溶解キット品、ビタミン剤、循環器管用剤等

器 材 硝子管、魔法瓶用硝子、小型電球用バルブ、硝子食器、家庭用品、建材、ゴム栓等

ス ト ア 精肉、鮮魚、野菜、果物、加工食品、日配食品、冷凍食品、日用雑貨、医薬品等

そ の 他 医療用器具製造機械、不動産賃貸料等

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連

結会計期間２，４３１百万円、当中間連結会計期間２，４６６百万円、前連結会計年度

４，８９０百万円であり、その主なものは、親会社の試験研究費用および親会社本社管

理部門等に係る費用であります。
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２．所在地別セグメント情報

（１）前中間期（自 平成１２年４月１日 至 平成１２年９月３０日） (単位 百万円)

消去又は
日 本 アメリカ ヨーロッパ アジア 計 連 結

全 社

売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外 部 顧 客 に
71,345 1,462 1,915 571 75,294 － 75,294

対 す る 売 上 高

(2)ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部
4,024 77 30 2,855 6,986 ( 6,986) －

売上高又は振替高

計 75,369 1,539 1,946 3,426 82,281 ( 6,986) 75,294

営 業 費 用 67,625 1,683 2,083 3,529 74,923 ( 4,521) 70,402

営 業 利 益 又 は
7,743 △ 144 △ 137 △ 102 7,358 ( 2,465) 4,892

営業損失 (△ )

（２）当中間期（自 平成１３年４月１日 至 平成１３年９月３０日） (単位 百万円)

消去又は
日 本 アメリカ ヨーロッパ アジア 計 連 結

全 社

売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外 部 顧 客 に
78,806 1,995 2,054 948 83,805 － 83,805

対 す る 売 上 高

(2)ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部
4,748 174 75 3,952 8,951 ( 8,951) －

売上高又は振替高

計 83,554 2,170 2,129 4,901 92,756 ( 8,951) 83,805

営 業 費 用 74,239 2,843 2,703 3,808 83,596 ( 6,630) 76,966

営 業 利 益 又 は
9,314 △ 673 △ 573 1,093 9,160 ( 2,321) 6,839

営業損失 (△ )

（３）前期（自 平成１２年４月１日 至 平成１３年３月３１日） (単位 百万円)

消去又は
日 本 アメリカ ヨーロッパ アジア 計 連 結

全 社

売上高及び営業損益

売 上 高

(1)外 部 顧 客 に
143,905 2,956 3,829 1,379 152,071 － 152,071

対 す る 売 上 高

(2)ｾ ｸ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ間の内部
7,275 179 38 5,988 13,481 ( 13,481) －

売上高又は振替高

計 151,180 3,135 3,868 7,368 165,553 ( 13,481) 152,071

営 業 費 用 136,506 3,411 3,959 6,917 150,794 ( 8,451) 142,342

営 業 利 益 又 は
14,674 △ 275 △ 90 450 14,758 ( 5,030) 9,728

営業損失 (△ )
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(注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。
２．各区分に属する主な国又は地域

ア メ リ カ ………… アメリカ、ブラジル
ヨーロッパ ………… ベルギー
ア ジ ア ………… 中国、タイ

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間
連結会計期間２，４３１百万円、当中間連結会計期間２，４６６百万円、前連結会計
年度４，８９０百万円であり、その主なものは、親会社の試験研究費用および親会社
本社管理部門等に係る費用であります。

３．海外売上高

（１）前中間期（自 平成１２年４月１日 至 平成１２年９月３０日） (単位 百万円)

アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 8,068 6,985 2,258 17,311

Ⅱ 連 結 売 上 高 75,294

Ⅲ 連結売上高に占める
10.7％ 9.3％ 3.0％ 23.0％

海外売上高の割合

（２）当中間期（自 平成１３年４月１日 至 平成１３年９月３０日） (単位 百万円)

アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 10,558 8,255 2,435 21,250

Ⅱ 連 結 売 上 高 83,805

Ⅲ 連結売上高に占める
12.6％ 9.9％ 2.9％ 25.4％

海外売上高の割合

（３）前期（自 平成１２年４月１日 至 平成１３年３月３１日） (単位 百万円)

アメリカ ヨーロッパ ア ジ ア 計

Ⅰ 海 外 売 上 高 15,978 13,395 4,506 33,880

Ⅱ 連 結 売 上 高 152,071

Ⅲ 連結売上高に占める
10.5％ 8.8％ 3.0％ 22.3％

海外売上高の割合

（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。
２．各区分に属する主な国又は地域

ア メ リ カ ………… アメリカ、カナダ、ブラジル
ヨーロッパ ………… ベルギー、デンマーク、ドイツ
ア ジ ア ………… 中国、台湾、タイ

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高で
あります。
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

(単位 百万円)

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
(平成12年9月30日現在) (平成13年9月30日現在) (平成13年3月31日現在)

中間連結 中間連結 連 結
取得原価 貸借対照表 差 額 取得原価 貸借対照表 差 額 取得原価 貸借対照表 差 額

計上額 計上額 計上額

株 式 10,300 24,103 13,803 12,108 20,921 8,812 11,243 22,066 10,823

そ の 他 1,740 1,294 △ 446 1,205 645 △ 560 1,434 1,023 △ 410

合 計 12,041 25,397 13,356 13,314 21,567 8,252 12,678 23,090 10,412

２．時価評価されていない主な有価証券

(単位 百万円)

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
(平成12年9月30日現在) (平成13年9月30日現在) (平成13年3月31日現在)

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

満期保有目的の債券 １４ １４ １４
割 引 金 融 債

そ の 他 有 価 証 券
非上場株式(店頭売買株式を除く) ４９５ １，１５７ ５６４
他 社 株 転 換 債 ２，０５０ － －

子会社株式及び関連会社株式
子 会 社 株 式 １４８ １４８ １４８
関 連 会 社 株 式 － ７，０４０ ３，６７５

合 計 ２，７０８ ８，３６１ ４，４０２
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（デリバティブ取引関係）

(単位 百万円)

区 前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
(平成12年9月30日現在) (平成13年9月30日現在) (平成13年3月31日現在)

種 類
契 約 額 等 時価 評価損益 契 約 額 等 時価 評価損益 契 約 額 等 時価 評価損益

分 うち１年超 うち１年超 うち１年超

（金 利 関 連）

金利スワップ取引
市
場 受取固定・

20,000 20,000 △ 99 △ 99 － － － － － － － －
取 支 払 変 動
引

受取変動・
以 10,000 10,000 △ 552 △ 552 － － － － 10,000 10,000 △ 341 △ 341

支 払 変 動
外
の

（株 式 関 連）
取
引 オプション取引

プット・売立
2,050 － △ 397 △ 397 － － － － － － － －

他社株転換債

合 計 32,050 30,000 △1,049 △1,049 － － － － 10,000 10,000 △ 341 △ 341

（注）１．時価の算定方法

金利スワップ取引における契約額等(想定元本)は取引相手との実際の交換金額を表す数字ではな

いため、当社における市場リスク、信用リスクを測る指標ではありません。

金利スワップ取引の時価及び評価損益は取引金融機関の提示値を使用しております。

２．ヘッジ会計を適用しているものについては、開示の対象からのぞいております。
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生産、受注及び販売の状況

１．生産実績

（１）前中間期（自 平成１２年４月１日 至 平成１２年９月３０日）
(単位 百万円)

事 業 の 種 類 別
生 産 高 前年同期比(％)

セグメントの名称

医 療 ２６，５３７ １０１．６

医 薬 品 ６，４４７ １０６．８

器 材 １，８８２ １０９．４

そ の 他 ５５８ ２０２．７

合 計 ３５，４２４ １０３．７

（２）当中間期（自 平成１３年４月１日 至 平成１３年９月３０日）
(単位 百万円)

事 業 の 種 類 別
生 産 高 前年同期比(％)

セグメントの名称

医 療 ２７，８８５ １０５．１

医 薬 品 ７，８４６ １２１．７

器 材 １，９８４ １０５．５

そ の 他 １５４ ２７．７

合 計 ３７，８７２ １０６．９

（３）前期（自 平成１２年４月１日 至 平成１３年３月３１日）
(単位 百万円)

事 業 の 種 類 別
生 産 高 前年同期比(％)

セグメントの名称

医 療 ５４，３７２ １０５．０

医 薬 品 １３，２８１ １０９．５

器 材 ４，０４３ １２３．０

そ の 他 ７４４ １８２．１

合 計 ７２，４４２ １０７．１

（注）１．金額は平均販売価格によって算出しております。

２．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注実績

当社グループは、見込生産形態を採っておりますので、該当事項はありません。
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３．販売実績

（１）前中間期（自 平成１２年４月１日 至 平成１２年９月３０日）

(単位 百万円)

事 業 の 種 類 別
販 売 高 前年同期比(％)

セグメントの名称

医 療 ３３，１２５ １００．５

医 薬 品 ６，６３６ １０３．１

器 材 ５，８０１ ９８．２

ス ト ア ２７，４８９ １０８．６

そ の 他 ２，２４１ ３８６．１

合 計 ７５，２９４ １０５．８

（２）当中間期（自 平成１３年４月１日 至 平成１３年９月３０日）

(単位 百万円)

事 業 の 種 類 別
販 売 高 前年同期比(％)

セグメントの名称

医 療 ３７，２３１ １１２．４

医 薬 品 ７，６１９ １１４．８

器 材 ５，５７６ ９６．１

ス ト ア ３２，５８０ １１８．５

そ の 他 ７９８ ３５．６

合 計 ８３，８０５ １１１．３

（３）前期（自 平成１２年４月１日 至 平成１３年３月３１日）

(単位 百万円)

事 業 の 種 類 別
販 売 高 前年同期比(％)

セグメントの名称

医 療 ６６，４１３ １０１．１

医 薬 品 １４，１１９ １０４．８

器 材 １１，７８３ ９８．０

ス ト ア ５６，８２２ １１１．３

そ の 他 ２，９３３ ２０２．４

合 計 １５２，０７１ １０５．８

（注）１．上記金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値であります。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 22日

上   場   会   社   名       ニプロ株式会社 上  場  取  引  所 東 大

コード番号       8086 本社所在都道府県 大阪府

問合せ先  責任者役職名 取締役経理部長

氏　　       名　　　　　　　　　　　　　　山部　哲彦 TEL (06) 6372 - 2331

中間決算取締役会開催日　　 平成 13年 11月 22日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 13年 12月 11日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）

(1)経営成績 （金額は百万円未満切捨て表示）

　　  売   上   高   　 営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 54,831 △ 10.7 4,653 3.6 3,951 0.1
12年 9月中間期 61,387 2.9 4,491 △ 2.1 3,948 7.2

13年 3月期 122,960 8,382 8,371

    中間(当期）純利益       １ 株 当 た り 中 間

        ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 2,225 42.8 39.77
12年 9月中間期 1,558 △ 19.4 27.85

13年 3月期 3,482 62.23
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期    55,953,359 株   12年 9月中間期    55,956,987 株   13年 3月期    55,956,987 株

     ②会計処理の方法の変更　　 有

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

13年 9月中間期 19.50 －
12年 9月中間期 13.50 －

13年 3月期 － 31.00

(3)財政状態

       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 210,903 82,800 39.3 1,479.75
12年 9月中間期 217,621 82,350 37.8 1,471.68

13年 3月期 218,628 82,108 37.6 1,467.34
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期    55,956,018 株   12年 9月中間期    55,956,987 株   13年 3月期    55,956,987 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　  売   上   高 　　経　常　利　益 　　　当期純利益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 100,000 8,600 4,850 23.50 43.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   86 円 68 銭 

-　２４　-



中間貸借対照表
(単位 百万円)

前 中 間 期 末 当 中 間 期 末 前 期 末
期 別

平成12年9月30日現在 平成13年9月30日現在 平成13年3月31日現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 資 産 の 部 ） ％ ％ ％

流 動 資 産 ９６，８３４ 44.5 ８７，２４４ 41.4 ９３，１８０ 42.6

現 金 及 び 預 金 ３９，０８１ ３１，５３７ ３８，２９６

受 取 手 形 ２０，０５９ １４，１２４ １９，７７２

売 掛 金 ２３，６４６ ２４，９７０ ２３，２７８

た な 卸 資 産 ９，５１５ １４，３６６ ９，２９４

繰 延 税 金 資 産 ５５８ ７２９ ４８２

そ の 他 ４，１７２ １，６２５ ２，２４７

貸 倒 引 当 金 △ １９９ △ １０９ △ １９２

固 定 資 産 １２０，７８７ 55.5 １２３，６５９ 58.6 １２５，４４８ 57.4

有 形 固 定 資 産 ３９，０９５ 18.0 ３２，３４３ 15.3 ４２，７４９ 19.6

建 物 １５，８０５ １１，７５１ １８，６１６

機 械 及 び 装 置 ６，７８４ ６，６００ ６，４９１

土 地 １４，２４１ １２，４４０ １５，８１６

そ の 他 ２，２６３ １，５５０ １，８２５

無 形 固 定 資 産 ２５６ 0.1 ２３７ 0.1 ２７４ 0.1

投資その他の資産 ８１，４３５ 37.4 ９１，０７８ 43.2 ８２，４２３ 37.7

投 資 有 価 証 券 ２３，９３５ ２１，７５３ ２２，１３９

関 係 会 社 株 式 ２９，２４４ ４９，６７６ ３２，９１９

関係会社出資金 １０，１８６ １０，４９６ １０，３５０

そ の 他 １８，２８１ ９，６３２ １７，５６５

貸 倒 引 当 金 △ ２１３ △ ４８０ △ ５５０

資 産 合 計 ２１７，６２１ 100.0 ２１０，９０３ 100.0 ２１８，６２８ 100.0

－２５－



中間貸借対照表
(単位 百万円)

前 中 間 期 末 当 中 間 期 末 前 期 末
期 別

平成12年9月30日現在 平成13年9月30日現在 平成13年3月31日現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（ 負 債 の 部 ） ％ ％ ％

流 動 負 債 ６０，８１９ 28.0 ５２，８９７ 25.1 ６０，１９７ 27.5

支 払 手 形 １１，４９６ １２，７４０ １１，１８６

買 掛 金 １４，７５３ １０，７４８ １４，０１９

短 期 借 入 金 ２４，７４６ ２２，６５３ ２５，３２４

未 払 法 人 税 等 １，４５５ １，７６０ １，７００

賞 与 引 当 金 １，１０２ ８６０ ９１８

売上値引引当金 １，０３７ １，３２９ ６５９

そ の 他 ６，２２８ ２，８０５ ６，３８９

固 定 負 債 ７４，４５２ 34.2 ７５，２０５ 35.6 ７６，３２３ 34.9

社 債 ４５，０００ ４５，０００ ４５，０００

転 換 社 債 １２，３０７ １２，３０７ １２，３０７

長 期 借 入 金 １０，２３９ １３，３１１ １３，３４２

繰 延 税 金 負 債 ４，４７１ ２，７８６ ３，２１５

退職給付引当金 ３７０ ９４８ ３９５

預 り 保 証 金 ２，０６３ ８５２ ２，０６１

負 債 合 計 １３５，２７１ 62.2 １２８，１０３ 60.7 １３６，５２０ 62.4

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ２２，５６３ 10.4 ２２，５６３ 10.7 ２２，５６３ 10.3

資 本 準 備 金 ２３，８８６ 11.0 ２３，８８６ 11.3 ２３，８８６ 10.9

利 益 準 備 金 １，０１４ 0.4 １，１９６ 0.6 １，０８９ 0.5

そ の 他 の 剰 余 金 ２８，５４６ 13.1 ３０，６９４ 14.6 ２９，６３９ 13.6

任 意 積 立 金 ２６，５２２ ２８，０４２ ２６，５２２

中間(当期)未処分利益 ２，０２４ ２，６５１ ３，１１７

その他有価証券評価差額金 ６，３３９ 2.9 ４，４６１ 2.1 ４，９２８ 2.3

自 己 株 式 － － △ １ △0.0 － －

資 本 合 計 ８２，３５０ 37.8 ８２，８００ 39.3 ８２，１０８ 37.6

負 債 ・ 資 本 合 計 ２１７，６２１ 100.0 ２１０，９０３ 100.0 ２１８，６２８ 100.0

－２６－



中間損益計算書
(単位 百万円)

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
期 別

自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日 自 平成12年4月１日
至 平成12年9月30日 至 平成13年9月30日 至 平成13年3月31日

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

売 上 高 ６１，３８７ 100.0 ５４，８３１ 100.0 １２２，９６０ 100.0

売 上 原 価 ４７，９６２ 78.1 ４１，４４９ 75.6 ９６，１２４ 78.2

売 上 総 利 益 １３，４２５ 21.9 １３，３８１ 24.4 ２６，８３６ 21.8

販売費及び一般管理費 ８，９３３ 14.6 ８，７２７ 15.9 １８，４５４ 15.0

営 業 利 益 ４，４９１ 7.3 ４，６５３ 8.5 ８，３８２ 6.8

営 業 外 収 益 ４１１ 0.7 ５１３ 0.9 １，７６１ 1.4

受 取 利 息 １４９ ７１ ３３９

そ の 他 ２６１ ４４２ １，４２２

営 業 外 費 用 ９５４ 1.6 １，２１６ 2.2 １，７７３ 1.4

支 払 利 息 ２３１ １７３ ４５６

社 債 利 息 ６０６ ６０７ １，２１３

そ の 他 １１６ ４３４ １０３

経 常 利 益 ３，９４８ 6.4 ３，９５１ 7.2 ８，３７１ 6.8

特 別 利 益 １４ 0.0 １５８ 0.3 １０７ 0.1

特 別 損 失 １，３１９ 2.1 ３５８ 0.7 ２，３８６ 1.9

固定資産売却・除却損 １０ ２７ ５７９

貸倒引当金繰入額 － ７ ４０１

デリバティブ取引解約損 ２４８ － ４６１

デリバティブ取引評価損 １，０４９ － ３８４

投資有価証券売却損 － １０６ ２１３

そ の 他 １０ ２１７ ３４６

税引前中間(当期)純利益 ２，６４４ 4.3 ３，７５１ 6.8 ６，０９２ 5.0

法人税､住民税及び事業税 １，１５７ 1.9 １，５６８ 2.9 ２，８４４ 2.4

法人税等調整額 △ ７１ △0.1 △ ４２ △0.1 △ ２３３ △0.2

中間(当期)純利益 １，５５８ 2.5 ２，２２５ 4.0 ３，４８２ 2.8

前 期 繰 越 利 益 ４６６ ４２６ ４６６

中 間 配 当 額 － － ７５５

中間配当に伴う利 － － ７５
益準備金積立額

中間(当期)未処分利益 ２，０２４ ２，６５１ ３，１１７

－２７－



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有 価 証 券

満期保有目的債券 …… 償却原価法（定額法）

子会社株式及び関連会社株式
…… 総平均法による原価法

そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の … 中間決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法
により算定）

時 価 の な い も の … 総平均法による原価法

（２）た な 卸 資 産

商品・製品・仕掛品 …… 総平均法による原価法

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 …… 先入先出法による原価法
（会計処理の変更）

医療部門の商品・製品・仕掛品の評価方法については、従来、
先入先出法を採用しておりましたが、医療器具等の販売子会社
であった株式会社ニプロを吸収合併したことに伴い当中間会計
期間より総平均法に変更しております。
この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、売上総利

益、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益は８百万円それ
ぞれ多く計上されております。

２．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 …… 定率法
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。
ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備は除く）については定額法によっております。

無 形 固 定 資 産 …… 定額法
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。
ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）貸 倒 引 当 金 …………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞 与 引 当 金 …………… 従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当中
間会計期間対応額を計上しております。

（３）売上値引引当金 …………… 製商品の販売において、将来発生する可能性があると見込ま
れる売上値引等に備えるため、その見込額を計上しております。

（４）退職給付引当金 …………… 従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債
務および年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末におい
て発生していると認められる額を計上しております。
なお、退職給付会計基準変更時差異（１４７百万円）につい

ては、５年による均等按分額を費用処理しております。
また、数理計算上の差異については、それぞれ発生の翌期か

ら５年による按分額を費用処理しております。

－２８－



４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．ヘッジ会計の方法

（１）ヘッジ会計の方法 ………… 繰延ヘッジ処理によっております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段 …… 金利スワップ取引

ヘ ッ ジ 対 象 …… 社債利息の金利変動リスクを回避すること

（３）ヘ ッ ジ 方 針 ………… 資金調達コストの低減を図り、将来の金利・為替の相場変動
リスク回避を行うこと、又はキャッシュ・フローの固定化を目
的としております。

なお、当中間会計期間末現在においてヘッジ会計の対象となる取引は行っておりません。

７．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

注 記 事 項

（中間貸借対照表関係）
（ 前中間期末 ） （ 当中間期末 ） （ 前 期 末 ）

１．有形固定資産の減価償却累計額 43,952 百万円 41,315 百万円 44,459 百万円

２．担 保 に 供 し て い る 資 産

建 物 9,294 百万円 7,776 百万円 10,679 百万円

土 地 5,600 〃 4,343 〃 5,934 〃

３．保 証 債 務 の 残 高 9,770 百万円 24,377 百万円 18,963 百万円

４．連 帯 債 務 の 残 高 － 百万円 2,395 百万円 － 百万円

５．手 形 割 引 高 1,095 百万円 76 百万円 46 百万円

６．自 己 株 式 の 株 数 1,005 株 969 株 1,368 株

７．期末日満期手形の会計処理

期末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。従って、前中間会計期間、
当中間会計期間および前事業年度のそれぞれの末日は金融機関の休日であったため、次の期
末日満期手形が以下の科目に含まれております。

（ 前 中 間 期 ） （ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ）

受 取 手 形 1,934 百万円 696 百万円 288 百万円
支 払 手 形 608 〃 832 〃 677 〃
設 備 支 払 手 形 － 〃 － 〃 3 〃

（中間損益計算書関係）
（ 前 中 間 期 ） （ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ）

減 価 償 却 実 施 額

有 形 固 定 資 産 1,676 百万円 1,501 百万円 3,525 百万円

無 形 固 定 資 産 32 〃 38 〃 63 〃
－２９－



（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（ 前 中 間 期 ） （ 当 中 間 期 ） （ 前 期 ）

取 得 価 額 相 当 額 1,897 百万円 1,602 百万円 2,120 百万円

減価償却累計額相当額 1,301 〃 1,003 〃 1,337 〃

中間期末(期末)残高相当額 595 〃 598 〃 783 〃

未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

１ 年 以 内 192 百万円 300 百万円 407 百万円

１ 年 超 746 〃 343 〃 753 〃

計 938 〃 644 〃 1,161 〃

支 払 リ ー ス 料 213 百万円 210 百万円 452 百万円

減価償却費相当額 180 百万円 239 百万円 437 百万円

支 払 利 息 相 当 額 14 百万円 13 百万円 30 百万円

減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、有形固定資産は残存価額を１０％と仮定し定率法により計
算した減価償却費相当額に簡便的に９分の１０を乗じた額を各期に配分する方法によって
おります。

利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によっております。

（有価証券関係）

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末において子会社株式及び関連会社株式で
時価のあるものはありません。

部門別売上高および構成比率
(単位 百万円)

前 中 間 期 当 中 間 期 前 期
期 別

自 平成12年4月１日 自 平成13年4月１日 自 平成12年4月１日
至 平成12年9月30日 至 平成13年9月30日 至 平成13年3月31日

部 門 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

％ ％ ％
医 療 部 門 ２９，０５９ 47.3 ３７，０５３ 67.6 ５８，０６５ 47.2

医 薬 品 部 門 ３，２７２ 5.3 ３，７８０ 6.9 ７，０８５ 5.8

器 材 部 門 ５，７９０ 9.4 ５，３６７ 9.8 １１，４４７ 9.3

ス ト ア 部 門 ２０，７８５ 33.9 ７，４１２ 13.5 ４２，８６４ 34.9

そ の 他 ２，４７９ 4.1 １，２１６ 2.2 ３，４９７ 2.8

合 計 ６１，３８７ 100.0 ５４，８３１ 100.0 １２２，９６０ 100.0

( う ち 輸 出 高 ) (１３，３６２) 21.8 (１６，２５１) 29.6 (２５，７１４) 20.9

－３０－


